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Abstract
Since the 1980s, oil palm cultivation area has been dramatically expanding in Indonesia. One of 
the interesting points of this phenomenon is that the number of smallholders is on the increase in 
parallel with the expansion of private/government companies’ plantations. Smallholders cultivate 
oil palm not only for their subsistence purpose, but also for investment even with small scale. This 
paper discusses how we can redefine the “peasant” imagery of oil palm smallholders based on the 
case study in Riau province, Indonesia. The BSK village, where I implemented a field survey, is 
located in the northern part of Riau province. In the village, there are dozens of migrants coming 
in to the area to look for the job opportunities in plantations or to buy vacant land for oil palm 
cultivation. From the interviews with 56 villagers, all of whom are male migrants from outside of 
the village, the interesting findings of their characteristics are; (1) previous work of the migrants 
are highly varied, (2) the migrants are all keen to be involved with oil palm cultivation, (3) social 
mobility that enables plantation workers to become large scale smallholders is high before the land 
price hikes. Those characteristics that are totally different from sedentary rural areas can be found 
because of the less populated environment.
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1) 中央統計庁の定義によると，法人格を有する企業が経営するものを大農園（perkebunan besar 
negara/swasta; government/private estates），それ以外の農園を個人農園（perkebunan rakyat; 
smallholders）としている［BPS 2012］。2017 年時点では個人農園の総面積（5,697,892 ha）が全
体（14,048,722ha）の 41% に達している。
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かつ広汎に顕在化させた［加納 1979］。また，ハート（Gillian Hart）ほか［Hart, Turton 



























定の収穫が可能となるまで 3 ～ 4 年を要するが，その後は約 20 年間季節を問わず常に実を
つけ，毎月の収穫が可能であり，天候による生産変動も少ないことから安定した収入源となる。
また，アブラヤシ栽培には高度な栽培技術が求められず，収穫や除草等の作業を含めてもヘ








































4) ロカン・ヒリル県は 1999 年にブンカリス県から分離して新たな県となった。
5) 彼らはクブと呼ばれる民族であり，木材伐採やアブラヤシ農園開発が始まるまでは，焼畑や河川漁業
図 1　ロカン・ヒリル県における旧バガン・シネンバ郡の位置




















するというものである 6)。図 2 では，旧
バガン・シネンバ郡における企業農園
と PIR の位置を示した。これを見ると，





ていた移住者を対象としており，4,708ha の土地に 2,354 世帯が入植した。後者は，参加世
帯の 7 割～ 8 割がジャワからの移住者であり，5,988ha の土地が開拓され，2,994 世帯が入

























第 1 に，PIR 内の土地の転売は禁止されていたが，PIR の開始時期から PIR 参加者同士や
外部者への土地の売却が進んだ。その理由として，PIR に参加した在地民族のクブは，それ
まで焼畑や河川漁業等の伝統的な生業をおこなってきたため，近代的な個人農園経営に馴染
まず，ジャワから移住してきた PIR 参加者に土地を売却してしまう世帯が多かった 10)。また，
ジャワからの PIR 参加者に関しても，1980 年代半ばの旧バガン・シネンバ郡は学校や病院
などの公共施設の整備が不十分であり，衛生環境も悪かったため，故地と異なる環境に耐え







の 3 割程度が返済のために天引きされていた。一方，返済を終えた PIR 参加者は，収穫物を
8) PIR 参加者は，アブラヤシの植栽時期に入植してきた者も多かったが，収穫が可能になった 1990 年
頃に入植してきた者も存在する。
























る 4 町と 41 村の中からバガン・シネンバ・コタ町（以下，BSK 町）を調査地に選び，2017
年 2 月～ 3 月に BSK 町に滞在して聞き取り調査を実施した。
旧バガン・シネンバ郡は，2014 年にバガン・シネンバ郡（市街地周辺と PIR-Lokal），バガン・
シネンバ・ラヤ郡（PIR-SUS とその周辺），バライ・ジャヤ郡（民間農園とその周辺）とい
う 3 つの郡に分離した 13)。本稿が対象とする BSK 町 14) は，バガン・シネンバ・ラヤ郡におけ
る唯一の町であり，市街地へのアクセスが良いため，自発的な移住者だけでなく PIR の正規





13) 地理空間情報庁が提供する行政区画のデータでは，新たに分離した 3 つの郡の境界データが含まれて


































PIR 内 PIR 外
参加・購入 譲渡 購入 譲渡
（A）PIR 参加 6 0 0 0 0 6
（B）個人農園経営 1 0 6 5 0 12
（C）農園労働 2 0 8 3 4 17
（D）その他 1 1 6 1 12 21





A と B は，移住直後から調査時点まで個人農園経営を主な収入源としている。A の世帯主
6 名は，PIR へ参加することで 2ha の個人農園が与えられ，移住直後から個人農園経営で生
計をたてていた。彼らは移住当初から PIR 内に住居を所有していたが，資金的な余裕ができ
た段階で市街地へのアクセスの良い BSK 町に転居してきた。B の世帯主 12 名は，移住直後
から個人農園経営に参入しており，このうち 1 名は PIR 内に取得した土地でアブラヤシ栽培
を始めている。ただし，PIR の土地は，内部に知り合いがいないと土地売却の情報を得るこ
とは難しく，残りの 11 名は PIR 以外の土地を取得している。PIR 以外の土地を取得した世
帯主に関しては，自己資金での購入と親族からの譲渡がおよそ半数であった。
C と D は，移住直後の段階において農園労働や個人事業に従事しており，一部が移住から
数年を経た後に土地を取得して，個人農園経営に参入している。C の世帯主は 17 名であり，
そのうち 13 名が調査時点において個人農園を経営しており，最初に取得した土地は PIR 内
が 2 名存在することから，農園労働者にとっても PIR の土地を取得することが可能であった
ことが分かる。また，PIR 外の土地を取得した 11 名の取得方法を見ると，親族から土地を




ており 16)，調査時点において個人農園を所有しているのは C の割合よりも低く，21 名のうち




3 では，A ～ D グループの移住年ごとの世帯主数を示した。まず BSK 町の移住ピークは，
1980 年代後半から 1990 年代前半にかけてであり，この時期の移住者は，35 名中 31 名が調
査時点において個人農園を所有していることが分かる。また，1980 年代前半までの移住者は，
移住直後から個人農園経営に参入していた A と B の割合が高い一方で，1980 年代後半から
は C の農園労働者が増えている。1990 年代後半からは移住者数が徐々に減少し始め，調査
時点で土地を所有してない世帯主も増加傾向にある。特に 2000 年代後半から 2010 年代に移
住してきた世帯主は，ほぼすべてが調査時点までに個人農園経営に参入できていないことが









得することが容易であった。一方，移住者数が増えた 1980 年代から 1990 年代にかけては，
土地の売買が頻繁におこなわれるようになり，地価が徐々に上昇している。また，2000 年代
に入ると旧バガン・シネンバ郡の開拓可能な土地が減少したことや，1990 年代に栽植したア
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のかを明らかにすべく，表 2 では，調査時点で個人農園を所有する 40 名について，A ～ D
のグループごとに，最初に土地を取得した時点での経営規模別の世帯主数と調査時点での経
営規模別の世帯主数，およびその増減数を示した 17)。まず A を見ると，6 名は PIR 参加者で
あるため，最初に取得した土地は 2ha の小規模経営であった。一方，調査時点での経営規模
を見ると 4 名が中規模経営へ，2 名が大規模経営へと上昇している。これに対し，B の 12 名
は，最初の土地取得時点での経営規模は 9 名が小規模であるものの，3 名は既に中規模であっ
た。また，B の調査時点の経営規模を見ると，小規模経営が 8 名減少し，中規模経営が 2 名，
大規模経営が 4 名増加しており，A と同様に経営規模が全体的に拡大していることが分かる。
C の 13 名は，最初に土地を取得した時点を見るとすべて小規模であったが，調査時点にお
いては小規模経営が 8 名減少し，中規模経営が 1 名，大規模経営が 6 名増加しており，A や
17) 所有面積がおおよそ 5ha を超えると，毎月の収入が農園労働等の賃金を上回る傾向にあり，専業農
家として生計を成り立たせることが可能となることから，5ha 未満を小規模経営，5 ～ 10ha を中規
模経営，さらに 10ha を超える場合は大規模経営に分けた。
表 2　調査対象の個人農園経営規模の変化
小規模 中規模 大規模 不明
（A） 最初の土地 6 0 0 0
移住直後： 調査時点 0 4 2 0
PIR 参加 増減数 -6 4 2 0
（B） 最初の土地 9 3 0 0
移住直後： 調査時点 1 5 4 2
個人農園経営 増減数 -8 2 4 2
（C） 最初の土地 13 0 0 0
移住直後： 調査時点 5 1 6 1
農園労働 増減数 -8 1 6 1
（D） 最初の土地 7 1 1 0
移住直後： 調査時点 3 2 2 2
その他 増減数 -4 1 1 2
最初の土地 35 4 1 0
合計 調査時点 9 12 14 5
増減数 -26 8 13 5
出典：筆者作成
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B の世帯主に比べると，大規模経営へ上昇している割合が高い。D の 9 名に関しては，最初
に土地を取得した時点では 7 名が小規模である一方で，中規模と大規模もそれぞれ 1 名ずつ
存在している。また，調査時点では，不明の 2 名を除いて，小規模経営が 4 名減少し，中規









本節では，A と B の移住年，年齢，および主な収入源と個人農園経営規模の変化を示した
表 3 から，各世帯主による個人農園経営への参入と，経営規模の拡大過程について検討する。
A の世帯主のうち，番号 01，05，06 は，PIR 参加者を集める人材仲介業者から情報を得
て旧バガン・シネンバ郡へ移住した。また，番号 02 に関しては，農地を整備する労働に従
事することを条件として PIR へ参加し，その契約が移住後 3 年間で終わった後は個人農園経
営の専業へとシフトした。これに対し，番号 03 の両親は，移住直後に PIR へ参加しており，
番号 03の世帯主自身は，成人した段階でその土地を譲り受けることで個人農園経営を始めた。
また番号 04 は，既に旧バガン・シネンバ郡で個人農園を経営していた親族に誘われて移住し，
移住直後は特定の仕事に就いていなかったが，1990 年に PIR の参加枠に空きが生じたため， 
PIR の正規参加者として参加することができた。番号 01 のみ，副業として移住前からおこ
なっていた仕立屋経営を移住後にも継続しているが，それ以外の世帯主は移住後から調査時
点までにおいて個人農園経営を主な収入源としている。個人農園の経営規模の変化を見ると，
PIR の参加時はすべて 2ha と小規模経営であったが，調査時点では番号 01，02，05，06 が
中規模経営，番号 04 と 05 が大規模経営へと上昇している。
B の世帯主は，幼少期に両親とともに旧バガン・シネンバ郡へ移住してきた番号 07 ～ 11 と，
単独で移住してきた番号 12 ～ 18 に分けられる。前者に関して，旧バガン・シネンバ郡では
企業農園の開拓や PIR が始まる時期，すなわち 1980 年代半ばより前の移住者は，アブラヤ





計をたてている。調査時点での経営規模に関しては，番号 10 の不明を除いて，番号 11 は中
規模経営に，番号 07 ～ 09 は大規模経営へと上昇している。
番号 12 ～ 18 は，親族の個人農園を譲り受けた番号 12 を除いて，すべての世帯主が自己
資金で土地を取得し，移住直後から個人農園経営をおこなっている。番号 12 ～ 18 の移住前
の主な収入源を見ると，運送業や修理業，企業農園の労働など多様であり，番号 15 と 17 に
関しては国営農園と民間農園で 20 年近い就業経験を有している。彼らは，移住前の労働や
個人事業で得た資金を用いて土地を取得し，個人農園経営に参入した。最初の土地の取得時
期を見ると，1990 年代に移住してきた番号 13 ～ 16 は移住前後に土地を取得しているのに



















年 面積 方法 面積
(A)
01 1982 22 56 仕立屋 PIR 参加 個農経営 1982 2.0 PIR 7.0
02 1984 32 64 自営業 PIR 参加 個農経営 1984 2.0 PIR 6.5
03 1985 8 39 不明 PIR 参加 個農経営 2005 2.0 譲渡 (P) 6.0
04 1987 17 46 ― PIR 参加 個農経営 1990 2.0 PIR > 10.0
05 1988 24 52 稲作農業 PIR 参加 個農経営 1988 2.0 PIR > 10.0
06 1991 33 58 労働 ( 国農 ) PIR 参加 個農経営 1991 2.0 PIR 8.5
(B)
07 1960s 幼 59 不明 個農 ( ゴム ) 個農経営 1989 4.0 譲渡 > 10.0
08 1970s 幼 51 不明 個農 ( ゴム ) 個農経営 1983 2.0 譲渡 > 10.0
09 1980s 幼 40 不明 個農 ( ゴム ) 個農経営 1985 2.0 譲渡 > 10.0
10 1980s 幼 38 不明 個農 ( ゴム ) 個農経営 1999 2.0 譲渡 不明
11 1992 11 35 不明 個農 ( アブ ) 雑貨卸売 2006 1.5 購入 6.5
12 1990 30 56 運送業 個農経営 個農経営 不明 2.0 譲渡 2.0
13 1991 27 52 木材企業 個農経営 個農経営 1989 6.0 購入 6.0
14 1992 38 62 修理業 個農経営 個農経営 1992 6.0 購入 > 10.0
15 1994 45 68 労働 ( 国農 ) 個農経営 個農経営 1990 2.0 購入 6.0
16 1999 27 44 労働 ( 民農 ) 個農経営 個農経営 2000 2.0 購入 (P) 不明
17 2003 42 55 労働 ( 民農 ) 個農経営 個農経営 1997 4.0 購入 6.0
18 2008 39 47 肥料販売 個農経営 個農経営 1995 5.0 購入 8.0
注：移住直後の主な収入源について，移住時点において就学中であった番号 06 ～ 10 は，両親の
主な収入源を示した．ここで示した収入源は，「労働 ( 国農 )」：国営農園での労働／「労働 ( 民農 )」：
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対し，2000 年以降に移住してきた番号 17 と 18 は，どちらも移住前の 1990 年代に土地を
取得していた。番号 12 ～ 18 の個人農園の経営規模に関しては，番号 13，14，18 が，最初
の土地を取得した時点で中規模経営であり，番号 15 と 17 は小規模経営から中規模経営へ
と上昇している。ただし，調査時点において大規模経営まで至ったのは番号 14 のみであり，
1990 年代以降に移住してきた番号 12 ～ 18 は，1980 年代までに移住してきた番号 07 ～ 11
に比べると，経営規模の拡大を達成した世帯主の割合が低いことが分かる。
2　個人農園経営の規模拡大プロセス
A と B の世帯主が，いかにして個人農園経営の規模拡大を達成したのかを分析するため，
図 5 では，小規模経営から中規模・大規模経営に上昇した世帯主のうち，追加的な土地の取
得時期や面積について正確な情報を得られたAの番号 02と 05，Bの番号 09，14，15を抽出し，
出生から調査時点までの移住歴と生業の変化，および個人農園経営の規模拡大プロセスを示
した。
A の番号 02 と 05 は，北スマトラ州で小学校を卒業し，両親の稲作農業や国営農園労働の
手伝い，物売りなどの雑業に従事した後に，PIR-Lokal へ参加するため，旧バガン・シネン
バ郡に移住してきた。番号 05 は，移住直後から PIR-Lokal での個人農園経営のみで生計を
たてていた。一方，番号 02 は，自身が参加した PIR とは異なる PIR でアブラヤシ栽植など
を担当する契約労働に従事し，追加的な所得を得ていた。ただし，PIR でのアブラヤシ栽培
は生産性が高かったため，番号 02 のように副業に従事しなくとも追加的な資金を蓄積する
ことは可能であり，番号 02 と 05 は，両者とも移住してから 5 年程度で 2ha の追加的な土地
を取得している。番号 05 は，PIR 内部の土地を取得することで経営規模を拡大させたのに
対し，番号 02 は，PIR 外部の土地を取得している。
B の世帯主に関して，番号 09 は，北スマトラ州で生まれ，幼少期に両親とともに旧バガン・
シネンバ郡へ移住してきた。番号 09 の両親は，在地住民から土地を取得して最初はゴムを
栽培していたが，1990 年代前半にアブラヤシ栽培へと転換した。番号 09 は，高校を卒業す

















1994 年に中規模経営となった段階で同郡に移住してきた。番号 14 と 15 による経営規模の
拡大について興味深い点は，両者とも 1990 年代前半に最初の土地を取得し，その後は旧バ
ガン・シネンバ郡内の土地を追加取得して，経営規模の拡大を図っていることである。特に
番号 14 は，2000 年に 6ha の土地を売却し，そこで得た資金をもとに PIR の土地 2ha を取
得していることから，個人農園の経営戦略としては，単に面的な拡大だけを目指すのではなく，
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土地の所有権が担保され，かつ生産性の高い PIR の土地で個人農園を経営することも，自発
的な移住者にとって魅力的であったことが分かる。番号 14 は，2007 年と 2009 年に，郡内
の土地をそれぞれ 6.5ha と 9ha 取得し，大規模経営への上昇にも成功している。










番号 21，24，25 は，国営企業が PIR を開始する際の農地造成などの労働力として，北スマ






残りの 10 名（番号 19 ～ 23，26 ～ 28，30，31）は，移住直後に個人農園での労働を主
な収入源としていた世帯主である。1990 年代までの旧バガン・シネンバ郡では，アブラヤ





1980 年代前半に親族が取得した土地を譲り受けた番号 30 を含めて，移住時期が早い世帯主
（番号 19，20，21，22，24，25）ほど，中規模経営・大規模経営に上昇する傾向が確認でき














力車夫（番号 36），保健所職員（番号 38），小売業（番号 39），診療所経営（番号 40）といっ
た，サービス業や公共部門での労働や個人事業を主な収入源としていた。D の世帯主による



















年 面積 方法 面積
(C)
19 1979 26 63 労働 ( 民農 ) 労働 ( 個農 ) 個農経営 1979 2.0 購入 > 10.0
20 1983 25 57 ― 労働 ( 個農 ) 個農経営 1983 3.0 譲渡 > 10.0
21 1985 36 67 労働 ( 国農 ) 労働 ( 国農 ) 個農経営 1984 2.0 購入 (P) > 10.0
22 1985 22 53 自営業 労働 ( 個農 ) 個農経営 1987 1.0 購入 > 10.0
23 1985 20 51 ― 労働 ( 個農 ) 修理業 1990 1.0 購入 1.0
24 1986 33 63 労働 ( 民農 ) 労働 ( 国農 ) 個農経営 1984 1.5 購入 > 10.0
25 1987 25 54 ― 労働 ( 国農 ) 個農経営 1987 1.0 購入 7.0
26 1990 40 66 不明 労働 ( 個農 ) 豆腐屋 1990 2.0 購入 (P) 3.0
27 1991 22 47 雑業 労働 ( 個農 ) 労働 ( 個農 ) 1999 1.0 購入 1.0
28 1992 40 64 労働 ( 国農 ) 労働 ( 個農 ) 労働 ( 個農 ) 1992 2.0 購入 4.0
29 1992 24 48 工場労働 労働 ( 民農 ) 個農経営 1983 2.0 譲渡 不明
30 1996 25 45 ― 労働 ( 個農 ) 個農経営 1981 2.0 譲渡 > 10.0
31 2000 32 48 煉瓦造り 労働 ( 個農 ) 労働 ( 個農 ) 1997 1.0 購入 2.5
(D)
32 1978 18 56 ― 木材伐採 製鉄業 1978 4.0 開拓 4.0
33 1988 27 55 教師 教師 個農経営 1994 2.0 購入 (P) > 10.0
34 1989 22 49 教師 教師 個農経営 1989 2.0 譲渡 (P) 5.0
35 1989 23 50 ― 修理業 個農経営 2008 8.0 購入 8.0
36 1993 28 51 労働 ( 民農 ) 人力車夫 人力車夫 2012 2.0 購入 3.0
37 1993 25 48 ― 中学校教師 教師 1996 4.0 購入 不明
38 1998 22 40 赤十字 保健所職員 保健所 2003 2.0 購入 不明
39 1999 31 48 自営業 小売業 個農経営 2009 40.0 譲渡 > 10.0
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個人農園の経営規模を見ると，番号 35（8ha）と番号 39（10ha）が例外的に最初から中規模・
大規模経営であったが 19)，その他の 7 名は最初の土地取得時点において小規模経営であった。
また，番号 32 と 34 は，移住後すぐに土地を取得しているが，それ以外の世帯主は移住後 5
年から 20 年近く経って土地を取得しており，A ～ C の世帯主に比べて土地取得時期が比較




C と D の世帯主が，いかにして個人農園経営の規模拡大を成しえたのかを分析するため，
III 章 2 節で示した世帯主の抽出方法と同様の手順で，C の番号 24，25，30 と，D の番号
33 を抽出し，図 6 では，彼らの出生から調査時点までの移住歴と生業の変化，および個人農
園経営の拡大プロセスを示した。
C の番号 24 と 25 は，移住前後に自らの資金で土地を取得することにより個人農園経営に
参入した世帯主である。番号 24 と 25 は，北スマトラ州の小・中学校を卒業した後に，国営
農園の非正規労働や稲作農業，雑業などで生計をたてていたが，友人から旧バガン・シネン
バ郡の土地が安価に購入できることを知り，それぞれ 1ha と 1.5ha の土地を取得して 1980
年代後半に移住してきた。番号 24 と 25 ともに，移住当初は個人農園経営だけで生計を成り
立たせることができず，PIR-Lokal の農地整備の契約労働者として雇われ，個人農園経営と




は個人農園での労働との兼業を 7 年続けることで資金を蓄積した。番号 30 は，郡外の安価
な土地を取得した番号 24 や 25 とは異なり，最初は地価の高い PIR の個人農園を 2ha 購入
した。その後，2006 年に PIR の個人農園を売却して得た資金を元手に，旧バガン・シネン
バ郡の北に接するクブ郡の土地を 8ha 購入することで，大規模経営に上昇した。
D の番号 33 は，小学校教師から個人農園経営に参入した世帯主である。番号 33 は北スマ
トラ州で生まれ，小学校卒業と同時に両親とともにリアウ州ブンカリス県へ移住し，高校を
卒業すると同時に同県の小学校教師となった。1996 年に結婚すると，当時はブンカリス県の






小学校教師は所得が安定していることに加え，1991 年には 30 歳で校長となり資金的な余裕
ができたため，1994 年に土地を取得して個人農園経営に参入した。その後，番号 33 が追加
的に取得した土地の詳細な情報を聞き取ることはできなかったが，小学校教師を続けつつ経
営規模を拡大させ，2000 年代前半には大規模経営へと上昇した。
以上のように，C と D の世帯主は労働者として移住してきた人々であり，農園労働や木材
伐採，教師といった公務などの職業に関わらず，地価の低い段階では個人農園経営への参入
が可能であった。また，早い段階で土地を取得することができれば，A や B と同じく個人農
園経営の専業にシフトし，段階的に経営規模を拡大させることで，所得の上昇を達成する者
も存在した。
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BSK 町におけるアブラヤシ個人農園経営の特徴は，以下 3 つの点に集約できる。




















































員のトミー氏と BSK 町長のジュマイディ氏には，BSK 町内の案内から調査対象者の選定ま
で，さまざまな便宜とご助言を賜りました。末筆ながら，感謝申し上げます。また，本稿の
現地調査では，平成 28 ～平成 29 年度日本学術振興会特別研究員（DC2）研究奨励費を使用
しました。本稿の骨子は，白山人類学研究フォーラム「インドネシア外島部における森・土
地をめぐる現場のポリティックス――企業，先住民，移住者の動きから」（2018 年 11 月 東
洋大学）にて発表しました。
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